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裁判例収集結果

裁判例分析結果①

趣 旨 公益通報者保護法施行後の裁判例（労働者等から企業等の違法行為について行われた通報等について争われた
もの）を収集・分析し、公益通報者保護制度の運用実態を把握し、今後の施策立案の参考とする。

実 施 方 法 裁判例の収集・分析に関する業務について、当該業務を統括する責任者を定める等の実施体制を構築した者に
委託（一般競争入札を経て契約）。受注者は裁判例に関するデータベース等を参照して裁判例を収集し、収集
した裁判例における論点について整理・分析を行った。

受 注 者 株式会社ぎょうせい
収 集 ・ 分 析
チ ー ム

藤田裕弁護士（責任者 第二東京弁護士会）
林尚美弁護士（大阪弁護士会）、志水芙美代弁護士（東京弁護士会）、山本美愛弁護士（大阪弁護士会）

業務の趣旨・概要

収集対象期間 判決日が平成18年４月１日から令和４年５月31日まで（全て改正前の公益通報者保護法下の事例）
収集対象 労働者等から企業等の違法行為について行われた通報等に関して争われたもの
収集裁判例数 88件（※詳細は「裁判例一覧表」参照）

（年度別内訳） 平成18：０
平成24：７
平成30：２

平成19：３
平成25：２
令和元：２

平成20：４
平成26：７
令和２：８

平成21：10
平成27：４
令和３：８

平成22：４
平成28：13
令和４：１

平成23：４
平成29：９

（審級別内訳） 地方裁判所：62 高等裁判所：26

対象とした主な論点は次のとおり

○通報者、通報先及び通報の内容 ○通報の方法 ○通報内容の真実性・真実相当性

○通報対象事実該当性 ○証拠資料の収集・持出し行為 ○通報による不利益な取扱い

○立証責任 ○損害賠償責任及び賠償額 など
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裁判例分析結果②

次の論点について記載のある裁判例は次のとおり（詳細は「論点整理表」参照）

○通報者、通報先

退職者の通報
№２,３,11,16,19,25,64
内部通報
№５,７,８,10,11,13～17,20,24,26,27,31～35,37,39～42,46,47,49,50,53,55～58,60,63,66,70～72,74,
75,77～81,83～85,87

外部通報（権限を有する行政機関）
№２,３,６,12,15,18,20,22,23,26,32,33,36,38,39,44,46～49,51～56,59,61,62,64,65,67,68,75～77,
84,88

外部通報（権限を有する行政機関以外）
№１～４,６,８,９,12,13,15,19,21,23,25,26,28-30,42,43,49,52,57,59,63,65,67,69,73,82,86

○通報内容の真実
性・真実相当性

№１,３,６,８,10,12,13,17,19,23,25,30-35,38,39,42,43,47～50,52～54,56～59,61～63,66,68,71,73,
74,77,80～84,87

○ 証 拠 資 料 の 収
集・持出し行為 №２,３,６,９,12,13,20,21,29,33,45,47,51,56,70～73,77,84,88

○通報による不利
益な取扱い

解雇、契約解除、雇止め等
№２,４,５,７,９～11,16～23,25,27～33,38,39,42,43,45～48,50～56,59,61～63,65,68,69,71,73,
75～77,79,80,82,84,86,88

停職、出勤停止等
№13,32,37,40,57,66,70,72
配置転換、降格等
№１,４,10,14,15,24,26,34,35,41,43,45,49～52,55,59,60,69,77,83,84
減給、給与等の不支給等
№１,４,46,53,55,73,88
嫌がらせ
№６,12,58
その他
№６,８,12,36,42,44,46,52,53,55,57,59,66,74,78,81,87

○立証責任 ー（立証責任を論点としたものは、本事業では収集することができなかった。）


